
（平成２６年４月１日現在） 

平成２６年地方公共団体定員管理調査結果のポイント 

○ 総職員数は、対前年比で約９千人減少し、約２７４万人。 
  平成６年をピークとして平成７年から２０年連続で減少。 

   〔対平成６年比で約▲５４万人(▲１６％）〕 

※平成１３年度に生じている一般行政部門と公営企業等会計部門の変動は、調査区分の変更によるもの。 

平成６年からの部門別職員数の推移（平成６年を１００とした場合の指数） 

特別支援学校（１２４．９） 
義 務 教 育 （ ８２．２） 
給食センター（ ３５．６） 

防  災   （２７１．６） 
児童相談所等（１６４．２） 
福祉事務所 （１４９．９） 
総務一般   （ ８２．８） 
企画開発   （ ７４．０） 
清  掃   （ ５５．５） 

 警 察 官   （１１４．８） 
 消防吏員   （１１０．１） 

（年） 

地方公共団体の総職員数の推移（平成６年～平成２６年） （単位：千人） 
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地方公務員数の推移（平成６年～平成1７年） 3,282 
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■ 警 察 
（１１２．０） 

＊ 消 防 
（１０９．４） 

○ 公営企業 
（８４．１） 

◆ 総職員 
（８３．６） 

▲ 教 育 
（８０．６） 

● 一般行政 
（７７．４） 

○  部門別に見ると、警察・消防部門で微増する中、一般行政 
 部門及び教育部門等で減少。特に一般行政部門においては、 
 対平成６年比で▲２３％と減少している中、防災は約２.７倍、 
 児童相談所等は約１.６倍、福祉事務所は約１.５倍に増員。 


	　平成２６年４月１日現在の地方公共団体定員管理調査結果の�概要について、別添のとおりとりまとめましたので公表します。���
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